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子 ど も の い の ち 守 る た め に

全庁あげ「子どもの権利」学ぶ取り組みを
さはしあこ議員は5日の市議会本会議で個人質問に

たち、虐待から子どもを守るために、「子どもの権利」

の普及啓発を全庁的に取り組むよう求めました。

子ども本人が気づかない虐待
さはし議員は、市が1月に開設した、子どもの権利

相談室「なごもっか」の取り組みについて評価したう

えで、相談室の存在を継続的に知らせる必要があると

主張。

また、「なぐら

れる、食事を与え

られない、などの

虐待を受けても、

子どもが虐待であ

ることに気づかず、

ＳＯＳを出さない

現実もある」と指

摘。「子どもの権

利」の普及啓発と

りわけ学校教育現場における、教

師・児童・生徒それぞれに学習機

会を設けるべきだと提案しました。

子ども青少年局長は、学校等で

携帯用カードを配布するなど

「なごもっか」の周知をすす

めたいと答弁。

さらに、「学校で子どもの

権利の理解を深めてもらうこ

とは、大変重要だと認識して

いる。子どもが理解しやすい

効果的な方法について、教育

委員会と連携しながら検討し

たい」と前向きな答弁をしま

した。

「市が一丸となって取り組む」(副市長）
さはし議員は、「子どもの命を守るために、家庭・

学校・地域などあらゆるところでの取り組みが大変重

要だ」と力説。全庁的な連携を求めました。

これに対し伊東副市長は「市、保護者、学校等関係

者、事業者、地域の方々などの大人も、子どもの権利

を正しく理解し、協働し、社会全体で支援していくこ

とが必要。局の垣根を超えて、横断的に取り組むなど、

子どもの権利を守る主体として、一丸となって取り組

みたい」と語りました。

個人質問(3月5日）さはしあこ議員

妊産婦・乳幼児専用の避難所つくるとき
救助実施市の権限活かして避難所改善を
さはし議員は、昨年の東日本台風被害を踏まえた避

難所の生活環境の改善を求めました。

内閣府は昨年末、名古屋市を災害救助法に基づく

「救助実施市」に指定。市は災害時に県が担う避難所

設置や仮設住宅整備などの権限をもつことになりまし

た。さはし議員は「せっかく救助実施市に指定された

のだから、温かい食事の提供やプライバシーの確保な

ど、より積極的に改善に取り組んでほしい」と要請。

これに対し防災危機管理局長は、「（昨年９月策定

の）市の総合計画に『指定避難所における良好な生活

環境の確保』を初めて掲載した。精力的に進めたい」

と答弁しました。

全国で設置拡がる専用避難所
さはし議員はまた、過去２回の本会議質問で取り上

げてきた、妊産婦・乳幼児専用の避難所の設置を改め

て求めました。この間全国的には

東京都文京区や京都市など各地で、

同避難所の設置がすすんでいます。

さはし議員は「災害のたびに、

特別な配慮が必要な方たちの課題

が必ず出てくる。設置を決断し、

看護専門学校や保育関係の大学な

どへ協力を求めてはどうか」と迫

りました。

子ども青少年局長は「妊産婦・

乳幼児には一定の配慮が必要と考

える。専用施設の必要性を含め慎

重に検討したい」と答弁。

さはし議員は「必要性は明らか。

モデル的にでもやってみてはどう

か」と提案。引き続き追及したい

と決意を述べました

▲文京区の区民向けポスター

▼同区の避難訓練の様子

▼子ども向け携帯用カード▲１/12付「中日」

家庭・学校・地域等

あらゆる機会活かし


